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毎年発表される電通さんの 「日本の広告費」 によります

と、 2017年も前年比101.6％となり、 6年連続での増加となり

ました。 また日本経済も緩やかではありますが同じく6年連

続のプラス成長。 景気回復に伴って着実に広告も堅調な状

況を示しているということかと存じます。

大阪経済も、 回復基調が続いており、 大阪産業経済リ

サーチセンターの発表では、 昨年の9月からは、 緩やかで

はあるが 「拡大」 しているという風に、 それまでの回復とい

う言葉から一歩踏み込んだ言葉に変わりました。 誠に喜ば

しい限りでございます。

また聞きますところでは、 インバウンドの勢いはとどまると

ころを知らず、 大阪観光局の予想を大きく上回って、1000万

人の大台を軽々とクリアしたそうです。 日本全国の訪日外

国人が統計上、 史上初の1000万人を突破したのは、 2013

年のことでした。 それから４年を経過しまして、 日本全国の

伸び率は2.8倍、 一方で大阪は4.2倍。 全国平均の伸びを

50%以上も上回るという、 すさまじい増え方をしています。

関西の百貨店 ・ 免税店の売り上げも、 1000億円を超えたと

いわれています。 この勢いに乗って、 いかに経済全体への

プラスのサイクルにつなげていくかということを各業界の皆さ

んが今、 知恵をしぼっておられるところかと思います。

もう一つ期待を集めているのは、 今年の11月には決定す

る 「万博」 です。 まだ競争相手がいるため、 何とも言えませ

んが、 最有力と思われていたパリが辞退したということで、

ますます可能性が高まってきたということかと思います。 もし

決定ということになりましたら、 大阪経済にとってはこれまで

になく活気づく大イベントとなりますし、 私ども業界に対して

も大きなビジネスチャンスが広がるということになります。G20、

ラグビーワールドカップ、 オリンピック ・ パラリンピック、 関西

ワールドマスターズゲームズ、 それに続く博覧会、 いやがう

えにも期待が膨らむところでございます。

そうは申しましても、 まだ先のことで、 浮足立ってばかりい

るわけにもいきません。 そうなることを心から願ってはおりま

すが、 まずは、 ここに来て漸く浮上してきた景気の足取りを

確かなものとするために、 そして時代の大転換期といわれ

ていますが、 デジタルトランスフォーメーションの流れをしっ

かり捉えて、 今年度も、 協会活動を行ってまいりたいと思い

ます。 なにとぞ皆様のお力添えをよろしくお願いいたします。

最後になりましたが、 大阪広告業界のこれからの発展、

それから本日お集りの会員各社様のご隆盛を祈念いたしま

して、 ご挨拶とさせていただきます。

岩井理事長の開会あいさつに続き、 2017年度事

業報告 ・ 収支決算報告、 2016年度公益目的支出

計画終了にともなう定款変更案、 2018年度事業計

画案と収支予算案、 2018年度活動方針スローガン

案、 2018 ・ 2019年度役員改選の各議題が審議さ

れ、 いずれも原案通りに承認された。 (事業計画等

は2面参照)

その後、 同会場にて新任役員による第７２回理事

会を開催。 理事の中から、 岩井秀一代表理事理事

長の再任ならびに、 業務執行理事、 副理事長、 専

務理事が選任された。

また、 場所を２階 「淀の間」 に移して恒例の懇親

パーティーを開催。 日本経済新聞社 ・ 大阪本社ク

ロスメディア大阪営業局の小手森局長のご発声によ

る乾杯で会員社一同和やかな懇親会が始まった。

さらに、 新規事業企画検討委員会の電通の安藤委

員長より、 今年から始まる新たな事業 「OSAKA未

来プレゼン大賞」 のお披露目があり、 会員各社様の

ご協力を得て、 来年の総会にはその表彰式が開か

れるべく取り組みが進んでいくことが紹介された。

一般社団法人大阪アドバタイジングエージェン
シーズ協会の第２０回定時総会が、５月２９日
(火)に、 北区中之島のリーガロイヤルNCB3階
「花の間」にて開催された。

第20回  定時総会開催一般社団法人
大阪アドバタイジングエージェンシーズ協会

～　岩井理事長挨拶　～
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第１号議案

2017年度事業報告 ・ 収支決算報告

２０１７年度の日本経済は６年連続で、 プ

ラス成長。 企業収益は過去最高となり、 雇

用 ・ 所得環境も持ち直してきている。 広告

費においても、 前年比101.6%となり６年連続

で前年実績を上回る結果となった。 イン

ターネット広告費の伸びは引き続き二けた

成長を持続。 デジタルトランスフォーメーショ

ンが進行している。

関西においては、 年初の円安進行で輸

出が好調。 インバウンドも再び非常な勢い

で伸びてきており、 消費の大きなけん引役

となっている。 またこれから先にも大阪に注

目が集まるイベントが続き、 追い風が吹いて

いる。 関西の実質GDPは1.8%増と、 全国

平均を0.1%ほど上回ったとの報告も出されて

いる。

そのような環境下、 協会も各事業領域で

計画通りの活動が執り行われるとともに、 ま

た新規事業の企画検討も行われ2018年度

からの実施を見込んでいる。 ( 「協会の主要

な動き」 を参照)これに関し奥田監事 ・ 森

監事より監査報告があり、 全員異議なく同

議案は承認された。

第２号議案

定款の変更(案)

協会の公益目的支出事業は2016年度に

終了し、 2017年３月１日に大阪府より、 終了

の受理が完了したとの通知を受けた。 これ

に伴い、 定款の当該公益目的支出があるこ

とを前提に記述された部分、 計三か所の削

除、 ならびに記述の変更が必要となった。

この件に関し、 専務理事より説明と変更案

が示され、 全員異議なく承認された。

第３号議案

２０１８年度事業計画(案) ・ 収支予算(案)

Ⅰ 広告 ・ コミュニケーションに関する一

般教養の向上に資する事業

新規事業として 「OSAKA未来プレゼン

大賞」 を開催。 そのための応募作品を募

集。 OSAKA未来プレゼン大賞実行委員会

が推進母体となって、 運営 ・ 審査 ・ 選定の

一連の任に当たる。 翌年度の総会時に表

彰式を開催する予定で進める。

Ⅱ 広告 ・ コミュニケーションに関する次

世代の育成に資する事業

（１） 新入社員教育講座 （４月）

Ⅲ 広告 ・ コミュニケーションに関する情

報 ・ 資料の収集及び情報の提供 ・ 公開

に関する事業

（１） 広告図書寄贈事業 （４～３月） 

（２） 広報活動 ・ 情報提供活動 （随時）

Ⅳ 広告倫理の向上に必要な事業

（１） 広告関連法務研修会を他広告団体と

      共催

（２） 人権セミナー （１１月）

Ⅴ 広告技術の改善 ・ 向上に資する事業

（１） 夏期広告セミナー （７月）

（２） 求人案内広告コピーコンテスト （１０月）

（３） スポーツ新聞求人案内広告コピーフェア

（１１月）

（４）クリエイティブ研究会（１０月もしくは１１月）

※日本広告業協会と共催

（５）ＡＣＣ 入賞作品発表会・贈賞式（１２月） 

※大阪広告協会主催事業に協賛

（６） 交通 ・ 屋外広告セミナー （２～３月）

（７） マーケティング ・ セミナー （９月）

Ⅵ 関係機関 ・ 内外諸団体との連絡、

連携、 協調

（１） 広告関係団体との連携 ・ 協働 ・ 研究

（２） 日本広告業協会が発行する広告関連

      図書の会員社への販売

Ⅶ その他、 この法人の目的を達成する

ために必要な事業

（１） 協会報発行 （８月、 １月 ）

（２） マスコミ年賀交歓会 （１月）

以上、 Ⅰについては 「広告エッセイ大

賞」 に代わる新たな事業。 先の事業規模に

ならって開催。 また、 Ⅴの(７)は新しく開催、

他セミナーと同様の定例開催事業として取り

組む。 これらの支出に対して、 他の支出の

見直しや、 経費節減を行い、 経常収支を

プラスで組む予算案を説明。 全員異議なく

承認された。

第４号議案

２０１８年度活動方針スローガン(案)

２０１８年度は、 ２年に一度、 活動方針ス

ローガンを改変する年に該当している。

2018 ・ 2019年の２年度にわたって使用する

ことを前提にした標語として、 「さあ、 大阪

から、 広告新時代!」 が提案され、 異議なく

承認可決された。

第５号議案

2018 ・ 2019年度役員選定の件

本年度は、 役員改選の年度に該当する。

新しく重任理事１２名、 重任監事２名、 新任

理事５名の新役員候補が提案され、 全員

が、 満場一致で選任された。

全議案の審議終了をもって第２０回総会

は閉会した。

総会終了後、 同会場で引き続き新役員

による第72回理事会を開催し、 代表理事理

事長 ・ 業務執行理事、 続いて副理事長 ・

専務理事を選定した。

２０１８年度役員体制

(任期 ： 第２２回定時総会まで)

※敬称略、 所属 ・ 役職は５月２９日段階のもの

[(代表理事)理事長]

岩井　秀一　（大広取締役会長）

[(業務執行理事)副理事長]　　
樋口　荘一郎 （新通代表取締役社長）

八木　隆史　（電通執行役員関西支社長）

小島　尚隆  （日本経済社取締役関西担当）

白井　博志 （博報堂常務執行役員関西支

社長）

[業務執行理事]

鳫金　隆志  （産經アドス代表取締役社長）

山本　章義　（JR西日本コミュニケーションズ

代表取締役社長）

佐藤　文彦  （大毎広告取締役）

西村　孝治  （読宣代表取締役社長）

水野　由多加  （関西大学社会学部教授）

[(業務執行理事)専務理事]　

森本　晃史  （大阪アドバタイジングエージェ

ンシーズ協会事務局長）

[理事]

武田　智哉　  (アサツー ディ ・ ケイ関西ネッ

トワーク本部長兼関西支社長)

斉藤　正人　  (電通パブリックリレーションズ

常務執行役員関西支社長)

小手森　信一　(日本経済新聞社大阪本社

クロスメディア大阪営業局長)

妻屋　健　　　(関西テレビ放送営業局長)

藤村　勝重　　(ＦＭ８０２常務取締役)

苗村　善久　　(日刊スポーツ新聞西日本取

締役営業統括兼広告事業局長)

[監事]

奥田　東　　(朝日広告社執行役員関西支

社長)

森　克二　　(読売連合広告社代表取締役

社長)

第 72 回理事会を開催

代表理事理事長に岩井秀一氏を再任

2018 年度の協会活動方針スローガンは
「さあ、 大阪から、 広告新時代 !」 に。第２０回　定時総会議案審議

総会当日の正会員数は、７０社、1 ６４名で、このうち出席正会員数は５０名で委任状を含めた議決総数は１３３名となり、開催定数を
満たしており総会は無事成立。また定款変更に必要な定数も満たしており、別途賛助会員社数は１７社、２３名。総会員社数は８７社、
総会員数１８７名と報告される。協会定款に則り、岩井理事長が議長となり、議事が進行。各議案に関して森本専務理事より個別に説明
が行われ、いずれの議案にも異議はなく、全案が承認可決となった。各議案については、以下のような概要。
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第１回　OSAKA 未来プレゼン大賞　開催決定

協会の新たな顕彰事業が、 始まります。

  本年 2018 年度から、 新たな事業が開始されます。 当協会

では、2016 年度まで 「広告エッセイ大賞」 を続けてきましたが、

広告を取り巻く環境が急速に変化していく中で、 より時代にマッ

チした活動へと大きく舵を切ることになり、 新規事業企画検討

委員会のメンバーが全くのゼロベースから議論を開始。 一年間

かけて企画を進めてきました。

　そうして産声を上げたのが、 この 「OSAKA 未来プレゼン大

賞」 です。 事業の概要は、毎年、大阪のためになる課題やテー

マを設定して、 それを鮮やかに解決してくれる素晴らしいアイ

デアを広く募り、 プレゼンテーション動画の体裁にして送ってい

ただこうというものです。

　この活動を通じて、 課題解決型産業である広告業界の醍醐

味を再認識してもらい、広告業界のコアコンピタンスである 「プ

レゼンテーション力」 に注目を集め、 大阪広告業界全体のプ

レゼンス向上を図りたいと考えています。

　ターゲットは、 広告業界の若手 ・ 広告業界を目指す学生、

さらには広告業に馴染みのない方にも、アイデアとプレゼンテー

ション力があれば、 社会の様々な問題や課題を解決すること

ができることを知ってもらい、 「広告産業の可能性」 をたくさん

の方に訴えかけていこうと考えています。

　また昨今の動画コンテストやプレゼンコンテストには、 高校生

の参加も増えていると聞きます。 そのような若い人にも、 このコ

ンテストの周知を積極的に図っていこうとしています。

　第１回目の課題は、 「大阪をアジア No.1 観光都市にする」

アイデアです。 インバウンドの勢いはとどまることを知らず、 大

阪も訪日外国人客で賑わっています。 しかしながら、 知名度

や人気では、 京都や東京にはまだまだ遠く及ばないのが現状。

これを変える、 斬新なアイデアを募ります。

　つきましては、 会員社各社様からも、 これからの広告業界を

担っていかれる若い方々、 さらには、 お知り合いの大学生や

高校生のみなさまにぜひご案内ください。 みなさまの、 お力添

えで、 このコンテストを有名な憧れの顕彰活動にしていきたい

と思っていますので、 どうぞよろしくお願いいたします。
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買い物の前には必ず移動があるという事実

に着目し、 弊社では移動する生活者を戦略

的に狙う 「移動者マーケティング」 を実践して

きた。 しかし生活者の移動行動そのものは

年々減少。 特に若い世代ほど移動回数が少

ない。 背景には少子高齢化や晩婚/未婚

化、 そしてスマートフォンの爆発的な普及など

がある。 その一方で自宅でのモバイル利用時

間は若い世代を中心に増加しており、 移動量

に影響を与えている。

アメリカの社会学者が都市生活者の居場

所をファーストプレイス （自宅）、 セカンドプレ

イス （職場や学校）、 サードプレイス （自宅や

職場以外の居場所） と定義したが、 日本では

「ファーストプレイス化」 が進んでいる。 在宅

勤務やＥ-ラーニングが増え、 ネットショッピン

グが移動の動機を奪う。 昨今の若者は交通

費にもシビアだ。 ネット市場が発展すると、 さ

らにファーストプレイス化が進む。 移動途中で

発生していた衝動的な買い物も減り、 これが

消費全体を縮小させる要因となりOOHにも脅

威を与えていくことになるだろう。

こうした現状を受け、 弊社では移動の未来

について考えていく 「ムーブ ・ デザイン ・ ラ

ボ」 というプロジェクト組織を昨年立ち上げた。

主な活動ポイントは次の通りである。

① 新しい移動 （Move） の兆しの探索･･･

生活者の日常生活から新しい移動の兆しを発

見し、 その可能性の拡張を図る仕掛けを生

み出す。

② 移動空間のリノベーション･･･OOHの可能

性の拡張を視野に入れた移動空間のリデザイ

ン。

③ 移動者への理想のコミュニケーションの

探求･･･移動シーンならではの仕掛けやクリエ

イティブの最適化に関する知見の蓄積とソ

リューションの開発。

“新しい移動 （Move）” にはたとえば食レポ

Moveがある。SNSが普及し、 食レポが移動の

動機になっている。 食に限らず、 フォトジェ

ニックな写真を撮ることも移動行動を誘発。

アニメやドラマなどコンテンツの舞台となった聖

地巡礼、 ポケモンGOなどのゲームも外出機

会を増やした。 このように移動は増やすことが

できる。 生活者と企業をMoveでつなぎ、 モ

ビリティの事業者 ・ 企業 ・ 生活者が、win-win

の関係になる企画を作ることができれば新し

いマーケティングや広告のソリューションになる。

その具体的な事例がベルリン交通局

（BVG） ×adidasの 「EQT-Support93/Berlin」

だ。 両者がコラボし、 BVGが運営する交通機

関が1年間無料になるスニーカーを販売。 価

格は180ユーロ （約24,000円） で、 非常に話

題になって限定500足がすぐに売り切れた。

モビリティの事業者と企業と生活者がまさに

win-winの関係で、 新しい移動を生み出した

先進の事例である。

我々 「ムーブ ・ デザイン ・ ラボ」 は、 リサー

チ （Moveを知る）、 デベロップメント （Moveを

つくる）、 ＰＲ （Movementをつくる） の観点か

らMoveをデザイン。 新しい視点で生活者と企

業を結び付け、 OOHの価値を再定義できるよ

うな仕掛けをつくって移動減少社会に挑んで

いきたいと考えている。 この後はリサーチ分野

の担当者から調査の解説をしてもらう。

同プロジェクト データアナリスト/

ストラテジックプランナー 彦谷牧子氏

生活者の意識や行動を把握するため、 全

国で定量的に 「Move基礎調査」 を実施した

（2017年3月）。 自宅 （ファーストプレイス）、

職場や学校 （セカンドプレイス）、 サードプレイ

ス （自宅や職場以外） という3つの場と、 場と

場をつなぐ2つの移動の行動 ・ 意識を調査。

生活全般における実態や意識も併せて調査

し、 行動の背景を紐付けられるようにしている。

移動が多いのは30代だが、 若年層は結婚

しているか否かで移動回数に差があり、 今後

は晩婚 ・ 未婚化が影響するのではないか。20

代が最も移動回数が少なく、 70代を下回ると

いう調査結果は、 メディアでも注目されている。

エリア別で見ると、 大阪は全国平均よりも

外出が少ない。 日常的な買い物は全国平均

よりも多いが、 散歩や家族との外食 ・ 娯楽な

どが平均よりも少なくなっている。

引きこもりの意識は年齢が若いほど高く、20

代では6割を超えている。 家にいる方が楽し

い ・ 好きという人が若いほど多い。 一方で、

スマホを伴う新しい移動も若い人から生まれ

てきている。

同プロジェクト データアナリスト/

リサーチプランナー 市川祥史氏

MMI調査とは、 生活者の外出意欲を見え

る化したもので、 毎月定期的に全国で調査を

行っている。 その調査によると、 どの年代でも

女性の方が外出意欲は高く、 20代女性が最

も高い。20代ではお出かけ意欲の男女差が顕

著で、 パートナーがいないケースで特に差が

大きい。

外部機関の実施した20代男女のスマホ利

用実態調査では、 週末に男性のスマホ利用

率が高いという結果が出ている。 移動を減ら

す要因のひとつがサードプレイスのバーチャル

化で、 特に男性はオンライン上で集まるケー

スが多い。 またファーストプレイス化が進ん

で、 若者の間では出かけることが贅沢だという

思考が強いこともわかっている。

一方でスマホによって新しく生まれた移動も

ある。 主に次のような3つ。 気になるお店など

の情報を取り出して利用する 「ネタストック型

Move」、 外出先で新たな目的地を決める 「そ

の場リサーチ型Move」、 SNSでシェアされたネ

タに乗っかる 「ネタシェア型Move」。

年代別で言うと20代のサード移動が非常に

少なく、 若者層ほど家にいること

を好む引きこもりの意識が高い。

一方でスマホを駆使して移動する

若者も多く出現。 テクノロジーの活

用などにより、 こうした若者を動か

すことが次のMove創出のカギに

なるだろう。 今日ご紹介した調査

の結果は弊社のサイト 「恵比寿

発、」 で常時公開。 参考にしてい

ただければと思う。

移動減少社会に挑む　

jeki 「Move Design Lab」

活動報告

ジェイアール東日本企画　

ムーブ ・ デザイン ・ ラボ　プロジェクトメンバー

ストラテジックプランナー / プロデューサー

中里 栄悠 氏

移動減少社会に立ち向かう
新プロジェクト組織

OOH の価値を広げる
新しい移動創出を目指して

Move 基礎調査から MMI （Move Mind Index） 調査から

交通・屋外広告セミナー

第　　１  部

第  14   回
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OOHは強制視認性のあるビッグメディアで、

行動に影響を与えやすいなどの強みがある。

しかもOOH×モバイルの広告認識率は2倍、

クリックレートは1.6倍。 脳科学的な見地から

調べると、 動画は静止画に比べて2.5倍のイ

ンパクトがあることもわかっている。

世界のOOH市場は年率5％の成長を遂げ

ていて、 デジタルOOHに限ると13.2％も伸長。

しかし日本はこの8年で年率0.5％、 全広告費

に占める割合は8％とほぼ横ばい。 グローバ

ルではデジタル比率が約40％に高まっている

のに、 日本はなかなかそこまで達しない。 根

底にどんな問題があるのかを今日は考えてみ

たい。

世界と比べて大きく違うのは、 日本のOOH

は非常に細分化されたマーケットだということ。

広告の空き状況を一元的に管理できない、

標準的なOOHオーディエンス ・ データがな

い、 多様な広告フォーマットがあって標準化さ

れていないというのが現状だ。 つまりこれまで

のOOH 広告の考え方は、 4万年前の壁画か

ら進化していない。 そこで広告のプランニン

グ、 枠の買い付け、 配信を一元的に自動化。

ターゲットを自動的に把握することで広告の価

値を高めていこうというのがProgrammatic 

OOHの定義だ。 その動向を5つのトレンドを通

して紹介していこう。

１． 都市化の加速

2050年までに75％の人が都市に住むと言

われ、IOTの加速により、2020年までには300

億近いオブジェクトがネットに接続される。 トー

タルのIOTマーケットは日本だけでも23兆円に

至ると言われている。 これはOOHにとっても

非常に好ましい状況だ。 コネクトシティの潮流

に乗って、 電通グループもConnected Bench

と呼ばれるWi-Fiや電源を提供するステーショ

ンの設置を進め、 気温に応じてクリエイティブ

を変えるOOHを実施している。 ニューヨークで

はAT&Tが公衆電話ボックスをこのようなス

テーションとして有用化。 Wi-Fiでつながると、

そこでどんな人が使っているかを把握できるの

で適切な広告が掲示できる。 都市化によって

世界でこうしたモデルが広がり、OOHにとっても

追い風となっている。

２． 標準指標の重要性

IOTにより、 OOHは媒体発想からオーディエ

ンス発想でのプランニングへ変化しているた

め、 標準指標が不可欠になる。 日本を除く

主要な国々のOOH業界団体は、 グローバル

OOHガイドラインの制定に参加しており、 標準

指標を構築している。 しかもOOHだけでなく、

オンラインやTV、 新聞なども同じ指標で捉え

られるように設計されている。 イギリスには

「route」 というオーディエンス調査システムが

あり、 モニターに調査機器を持たせ、 媒体の

前にいつ、 何人ぐらいの人がいるかを測定。

また、 別途媒体の視認率も調査し、 視聴率

を 算 出 し て い る。 同 様 に ア メ リ カ に は

「geopath」 があり、 モバイルアプリケーション

等から情報を吸い上げて視聴率を作成。 日

本でもドコモ ・ インサイトマーケティングが、 携

帯基地局データを活用してオーディエンスを

分析するサービスを始めている。 イギリスの

ユーロスターではYouTubeを活用したOOHの

プランニング事例もある。

AIの画像認識により、 今やカメラ1つで通

行人のある程度の属性を把握できる。 オース

トラリアでは媒体にカメラを設置してデータを取

得し、 ターゲットによって商品広告を変えて広

告到達率を高めている事例もある。

資生堂マキアージュのキャンペーンでは、

視線検知や顔認識の技術を使ったDOOHを

六本木駅で実施。 視線に合わせてクリエイ

ティブが自動的に変化し、 何人広告の前にい

るか、 何人が広告を見たかなどのオーディエ

ンス ・ データを分析、 効果をリアルタイムに計

測した。

インターネットのサービスも増え、 リアルタイ

ムにオーディエンスを把握できる時代になっ

た。 こうした中で参入してきたインターネット関

連の企業に主導されるのではなく、 我々自身

がOOHの標準指標を今後どう作っていくかが

喫緊の課題になっている。

３． 自動取引

メディアの現場では多くの時間を空き枠確

認に費やしている。 こうした現状を打破すべ

く、 イギリスでは取引の標準化が進められてい

る。 スクリーン単位で固有のIDを付与すること

で網羅的に空き枠を確認するシステムを開

発。 発注プロセスも標準化されているので事

故が起きにくく、 効率的に業務を遂行できる。

世界では媒体社ごとに自動取引のプラット

フォーム構築が進んでおり、 日本のOOH業界

においても取引の自動化は急務である。

４． ダイナミックDOOH

外部データを活用してクリエイティブを自動

的に変えるダイナミックDOOH。 日本の調査で

は、 ダイナミックDOOHの認識率は+25％、

広告の適用度は+80％、 商品の利用喚起度

は+80％という高い効果が報告されている。

＜海外の事例紹介＞

イギリス ・ オレオの皆既日食 ： オレオを日

食に見立て、 エリア毎の日食の時間に合わせ

サイネージで日食を表現した。 イギリス ・ ヒー

スローエクスプレス ： 道の混雑具合などを示

し、 到着客にダウンタウンまでの最適な交通

手段を提示。 キャノンニューヨークのキャン

ペーン ： 光の具合やシャッタースピードなど、

その時や場所などに応じて最も相応しい撮り

方を提示。 その他にもAIの顔認証を活用し、

ユーザーに応じて表現を変え、 インタラクティ

ブに触れ合うような事例もある。

＜国内の事例紹介＞

コカコーラのキャンペーン ： 全国5都市に、

気温に連動してクリエイティブが変わるサイ

ネージを設置。 サントリー金麦キャンペーン ：

都内主要駅で花見情報を表示。 気温や開花

状況などに応じてクリエイティブが自動生成さ

れる。 村田諒太選手の世界タイトルマッチの

PRや、M-1グランプリなどでも活用。 M-1では

SNSと連動し、 SNS自体がダイナミックの強力

なデータになった。 現在日本全国100カ所に

DOOHの環境が整い、 DOOHを使ったキャン

ペーンも増えている。

５． 広告監査

これからは広告費が適切に使われている

か、 実際に掲載されたかな

どが精査されていくだろう。

OOH の場合電気が消えて

広告が見えない、 ポスター

にラクガキされるといったトラ

ブルも生じるので、 広告主

に対して広告掲出証明や、

広告監査としてレポートの提

出が必要になる。 海外では

監査報告を自動的にリポー

ティングする会社も出現して

いる。

いまOOHは間違いなくイ

ケてる業界だ。 今後も皆様

と一緒に業界を盛りあげてい

きたいと思う。

Programmatic OOH とは？

5つのトレンドから読み解く、

正しいProgrammatic 

OOH時代の迎え方

電通 アウト ・ オブ ・ ホーム ・ メディア局部長

神内 一郎 氏

AI （ディープラーニング）

2018年2月26日(月)に、 恒例の第14回交通 ・ 屋外広告セミナーを大阪大学中之島センター10階佐治敬三メモリアルホールで

開催。 約150名の聴衆が駆け付けた。 今回も2部構成となり、 第1部では、 jeki 「Move Design Lab」 のプロジェクト ・ メンバーの

方々から、 スマホをほとんどの人が持つようになった今、 生活者の行動形態がどのように変わってきているのかを詳らかに語っても

らった。 第2部では、 そのようにデジタルトランスフォーメーションが加速する中で、 スマホなどから送られてくるデータに基づいて交

通 ・ 屋外広告がどのように変貌していくのか、 その最先端の国内事例を、 昨年度に引き続き神内一郎氏からご報告いただいた。

第　２　部
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2月  6 日(火)　　第5回新規事業企画検討委員会 ……… (大広)

2月13日（火）　　広告6団体事務局長連絡会 ………… （ＪＭＡ）

2月15日（木）　　第3回マーケティング委員会 …………… （大広）

2月26日（月）　　第14回交通屋外広告セミナー … （阪大中之島）

2月27日（火）　　新入社員教育講座 ・ 講師連絡会 ……… （大広）

3月  6 日（火）　　第4回マーケティング委員会 …………… （大広）

3月13日（火）　  第70回理事会 …………………………… （大広）

3月26日（月）　　JAAA主催　ラジオオンライン送稿説明会

    ……………………………………… （阪大中之島）

3月30日(金)　　第6回新規事業企画検討委員会 ……… (電通)

4月   4 日（水） ～ 6 日（金）    第50次新入社員教育講座 （大広）

4月  9 日（月）　　2017年度決算監査 …………………… （OAAA）

4月10日（火）　　広告6団体事務局長連絡会 … （大阪広告協会）

4月13日（金）　　第71回理事会 …………………………… （大広）

4月25日（水）　　第1回事業委員会 ……………… (日本経済社)

5月  7 日（金）　　全国広告業団体連絡会議 平成28年度

      「後期情報連絡会」 …………… （銀座電通別館）

5月16日（水）    第66回全日本広告連盟　秋田大会 …… （秋田）

5月29日（火）　　第20回定時総会 ・ 第72回理事会

    …………………………… （リーガロイヤルＮＣＢ）

6月  4 日(月)　　案内広告コピーコンテスト新聞5社懇話会

    ………………………………………… （産經新聞）

6月11日(月)　　役員変更登記 …………………… （大阪法務局）

6月14日(木)　　第1回クリエイティブ研究会委員会 …… （博報堂）

6月15日(金)　　広告6団体事務局長連絡会 ………… （JARO）

7月  4 日(水)　　第1回倫理法規委員会 ………………… （読宣）

7月  6 日(金)　　第1回OSAKA未来プレゼン大賞 ・ 応募サイト公開

7月23日(月)　  第22回夏期広告セミナー ……… （阪大中之島）

8月  1 日(水)　　協会報132号発行(予定)

協 会 の 主 要 な 動 き （２月～７月）

新入社員教育講座第50次

第１日
開講の言葉	 	 	理事長	 	 	 	 	 岩井　秀一
注意事項と講座概要	 	専務理事	 	 	 	 森本　晃史
広告会社の営業活動	 	博報堂　営業三局	 	 	 飯沼　俊彦
テレビ広告	 	 	電通　関西MCP局	 	 	 森　紘
新聞広告		 	 	博報堂DY　ﾒﾃﾞｨｱﾊﾟｰﾄﾅｰｽﾞ新雑局	 	 岩澤　忠尚
ラジオ広告	 	 	博報堂DY　ﾒﾃﾞｨｱﾊﾟｰﾄﾅｰｽﾞﾃﾚﾋﾞﾗｼﾞｵ局	 桝谷　昌義
雑誌広告		 	 	アサツー	ディ・ケイ　ﾒﾃﾞｨｱ局	 	 上木　理紗子

第２日	
ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ広告（ﾒﾃﾞｨｱ編）	 	博報堂　DYﾃﾞｼﾞﾀﾙ	関西ﾕﾆｯﾄ	 	 濱野　香澄
ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ広告（ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ編）	 	博報堂　DYﾒﾃﾞｨｱﾊﾟｰﾄﾅｰｽﾞﾒﾃﾞｨｱｿﾘｭｰｼｮﾝ局	 曽根　裕	
交通・屋外広告	 	 	JR西日本ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ　交通ﾒﾃﾞｨｱ本部	 山本　純司
マーケティング	 	 	大広　ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ局	 	 	 布施　陽介
広告業務と人権	 	 	電通　法務ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ局	関西法務部	 	 西谷　則昭

第３日	
プロモーション	 	 	大広　ｶｽﾀﾏｰﾌﾟﾛﾓｰｼｮﾝ局	 	 	 原　孝幸
折込広告		 	 	朝日オリコミ大阪　営業本部	 	 佐々木　宏志
広報・ＰＲ	 	 	電通　関西ﾌﾟﾛﾓｰｼｮﾝ･ﾃﾞｻﾞｲﾝ局	 	 溝渕　竜三朗
広告業務と法規	 	 	電通　法務ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ局	関西法務部	 	 増田　剛
クリエイティブ	 	 	博報堂　ｸﾘｴｲﾃｨﾌﾞ･ｿﾘｭｰｼｮﾝ局	 	 川村　健士

第５０次新入社員教育講座に、３９名が参加。

　今年度の新入社員教育講座は、 １４社から総勢３９名。 昨年実績

を１０名近く上回る多くの参加を受け付けた。 ４月４日 （水） よりの

３日間、 大広大阪本社１２階会議室で、 広告ビジネス全般にわたる

１５の領域で、 体系的な講義を行った。

　新入社員という名前を冠してはいるが、 半数ぐらいの方が、 中堅

の新しく広告業に入ってこられた方や、 全領域を体系的に学び直す

ために来られた方。 また広告主の方からも参加があった。 それは、

ますます複雑化するメディア環境にあって、 専門領域だけをケアす

るのではなく、 統合的な視点を持たなければならなくなってきた現状

と呼応しているように思われた。

　講師の皆様方はいずれも最前線で活躍されている方々にお集まり

いただきました。 多忙な中教鞭をとっていただき、 広告業発展への

ご協力いただけましたことを、 紙面を借りて厚く御礼申し上げます。

講義科目と講師 ( 敬称略 )


